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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
５０℃以下の錫化合物の溶液に、アンチモン化合物を溶解したアルコール溶液とアルカリ
溶液とを並行滴下して、錫とアンチモンとを含む水酸化物を生成させ、前記水酸化物を５
００℃以上、１１００℃未満の温度で焼成することを特徴とする日射遮蔽材料の製造方法
。
【請求項２】
アンチモン化合物を溶解したアルコール溶液とアルカリ溶液との並行滴下時間を、３０分
以内とすることを特徴とする請求項１に記載の日射遮蔽材料の製造方法。
【請求項３】
請求項１または２に記載の日射遮蔽材料を溶媒中に分散したことを特徴とする日射遮蔽膜
形成用塗布液。
【請求項４】
請求項３に記載の日射遮蔽膜形成用塗布液であって、前記溶媒中に分散した日射遮蔽材料
の分散粒径が１２０ｎｍ以下であることを特徴とする日射遮蔽膜形成用塗布液。
【請求項５】
バインダーとして、無機バインダーおよび／または樹脂バインダーを含有することを特徴
とする請求項３または４に記載の日射遮蔽膜形成用塗布液。
【請求項６】
請求項３～５のいずれかに記載の日射遮蔽膜形成用塗布液を用いて形成されたことを特徴
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とする日射遮蔽膜。
【請求項７】
可視光透過率８０％以上であって波長域３００～２１００ｎｍにおける日射透過率が６５
％未満で、かつヘイズ値が１％未満であることを特徴とする請求項６記載の日射遮蔽膜。
【請求項８】
可視光透過率７０％以上のときの波長域３００～２１００ｎｍにおける日射透過率が６０
％未満で、かつヘイズ値が１％未満であることを特徴とする請求項６記載の日射遮蔽膜。
【請求項９】
請求項６～８のいずれかに記載の日射遮蔽膜が形成されていることを特徴とする日射遮蔽
用透明基材。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は車両、ビル、事務所、一般住宅などの窓、電話ボックス、ショーウィンドー、照
明用ランプ、透明ケースなどに使用される日射遮蔽機能を有するガラス、プラスチックス
、その他の日射遮蔽機能を必要とする透明基材に用いる日射遮蔽材料の製造方法およびこ
の材料を用いた日射遮蔽膜形成用塗布液並びに日射遮蔽膜に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、太陽光や電球などの外部光源から熱成分を除去・減少する方法として、ガラスな
どの透明基 材の表面に、熱効果に大きく寄与する赤外線を反射する材料を含有する膜を
形成して熱線反射透明基材とすることが行われていた。その材料にはＦｅＯｘ、 ＣｏＯ
ｘ、ＣｒＯｘ、ＴｉＯｘなどの金属酸化物やＡｇ、Ａｕ、Ｃｕ、Ｎｉ、Ａｌなどの自由電
子を多量にもつ金属材料が用いられてきた。
　しかし、これらの材料では熱効果に大きく寄与する赤外線以外に、可視光も同時に反射
もしくは吸収する性質があるため、熱線反射透明基材の可視光透過率が低下する問題があ
った。
【０００３】
建材、乗り物、電話ボックスなどの窓材に用いられるガラスなどの透明基材は、可視光領
域における高い透過率が必要とされることから、前記材料を利用する場合は膜厚を非常に
薄くしなければならない。従って、前記材料を透明基材上に形成するときはスプレー焼付
けやＣＶＤ法、あるいはスパッタ法や真空蒸着法などの物理成膜法を用いて１０ｎｍレベ
ルの薄膜に成膜して用いられることが通常行われてきた。
【０００４】
【特許文献１】
特開昭５７－７１８２２号公報
【特許文献２】
特開平３－２６３７０５号公報
【０００５】
【本発明が解決しようとする課題】
しかし、これらの成膜方法はいずれも大がかりな装置や真空設備を必要とし、生産性や大
面積化に問題があり、膜の製造コストが高いといった問題点がある。また、前記材料で日
射遮蔽特性（波長域３００～２１００ｎｍの光を遮蔽する特性）を高くしようとすると、
可視光領域の反射率も同時に高くなってしまう傾向があり、鏡のようなギラギラした外観
を与えて美観を損ねてしまうという問題点もある。
【０００６】
このような問題点を改善するためには、可視光透過率は高くて、赤外線領域の反射率が高
いという、日射遮蔽機能を発揮する膜を透明基材上に形成する必要がある。この可視光透
過率は高く、かつ日射遮蔽機能を持つ材料の一つとしてアンチモン錫酸化物（以下、ＡＴ
Ｏと略す）を用いることが考えられる。しかしながら従来のＡＴＯを、前記日射遮蔽機能
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を発揮する膜へ適用するには問題がある。この従来のＡＴＯの例として、特許文献１には
アルコール、塩酸水溶液、アセトンのうちの１種または２種以上の混合液に塩化錫と塩化
アンチモンを溶解した溶液と、アルカリ水溶液とを熱水中に加えてｐH８以上に調整しな
がら製造する方法が提案されている。また、特許文献２には塩化錫および塩化アンチモン
の溶液とアルカリ水溶液とを並行添加して得た共沈物をアンモニウム塩の存在下で焼成す
る方法が提案されている。
【０００７】
しかし、これらの方法で用いる塩化アンチモンは無水塩であるため、いずれの方法におい
ても塩化錫との混合水溶液調製時点で水酸化アンチモンの沈殿が生成し、沈殿剤との反応
時に均一な共沈物が得られず単なる水酸化物同士の混合物となる。また、これらいずれの
方法もＡＴＯの導電性のみに着目しており、日射遮蔽機能についての記述は皆無である。
特に、透明性を必要とする基材に熱線遮蔽材料を用いる場合にはある程度微細なＡＴＯが
必要となるが、前記方法で製造したＡＴＯはこの要件を満たすことができず、これを用い
た成膜では膜に曇りが発生し満足な透明性が得られない。この曇りはヘイズと呼ばれ、こ
のヘイズの値は全透過率に対する拡散透過光の割合で定義される。このヘイズの値が高い
と人間の目には曇って見えるという指標であり、透明性を要求される窓材などでは１％未
満の低いへイズ値が望まれている。
【０００８】
そこで本発明は上記従来技術の問題点を解消し８０％以上の可視光透過率では、６５％未
満の低い日射透過率、さらに７０％以上の可視光透過率では６０％未満の低い日射透過率
を有し、さらにヘイズ値が１％未満の日射遮蔽膜を実現できる日射遮蔽材料の製造方法と
、この製造方法によって製造された日射遮蔽材料を含有し、簡便な塗布法で成膜できる日
射遮蔽膜形成用塗布液および日射遮蔽膜並びに日射遮蔽用透明基材を提供することを目的
とする。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、本発明者らは錫化合物とアンチモン化合物とをアルカリで共
沈させる条件と焼成条件を最適化について検討を重ね、日射遮蔽材料を製造した。そして
当該日射遮蔽材料を日射遮蔽膜に適用すると、この日射遮蔽材料は可視光領域に透過率の
極大をもつとともに可視光領域に近い近赤外域に強いプラズマ吸収を発現して、８０％以
上または７０％以上の高い可視光透過率において、低い日射透過率と１％未満の低ヘイズ
値という光学特性を有する日射遮蔽膜を得ることができ本発明を完成した。
【００１０】
第１の発明は、５０℃以下の錫化合物の溶液に、アンチモン化合物を溶解したアルコール
溶液とアルカリ溶液とを並行滴下して、錫とアンチモンとを含む水酸化物を生成させ、前
記水酸化物を焼成することを特徴とする日射遮蔽材料の製造方法である。
第１の発明によれば、透明基材上に成膜され可視光透過率７０％以上としたときの波長域
３００～２１００ｎｍの赤外光に対する日射透過率が高く、かつヘイズ値が低い日射遮蔽
膜へ適用される日射遮蔽材料を製造することができる。
【００１１】
第２の発明は、前記水酸化物を５００℃以上１１００℃未満の温度で焼成することを特徴
とする第１の発明に記載した日射遮蔽材料の製造方法である。
第２の発明によれば、透明基材上に成膜され可視光透過率７０％以上としたときの波長域
３００～２１００ｎｍの赤外光に対する日射透過率が６０％未満で、かつヘイズ値が１％
未満である日射遮蔽膜へ適用される日射遮蔽材料を製造することができる。
【００１２】
第３の発明は、アンチモン化合物を溶解したアルコール溶液とアルカリ溶液との並行滴下
時間を、３０分以内とすることを特徴とする第１または第２の発明に記載の日射遮蔽材料
の製造方法である。
第３の発明によれば、第１または第２の発明に記載した日射遮蔽材料を短時間で高い生産
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性をもって製造することができる。
【００１３】
第４の発明は、第１～第３の発明のいずれかに記載の日射遮蔽材料を溶媒中に分散したこ
とを特徴とする日射遮蔽膜形成用塗布液である。
この日射遮蔽膜成膜用塗布液を、適宜な方法で透明基材上に塗布することで、高い可視光
透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低いという光学特性を有する膜を成
膜することができる。
【００１４】
第５の発明は、第４の発明に記載の日射遮蔽膜形成用塗布液であって、前記溶媒中に分散
した日射遮蔽材料の分散粒径が１２０ｎｍ以下であることを特徴とする日射遮蔽膜形成用
塗布液である。
この日射遮蔽膜成膜用塗布液を、適宜な方法で透明基材上に塗布することで、高い可視光
透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低いという光学特性を有する膜を成
膜することができる。
【００１５】
第６の発明は、バインダーとして、無機バインダーおよび／または樹脂バインダーを含有
することを特徴とする第４または第５の発明に記載の日射遮蔽膜形成用塗布液である。
日射遮蔽膜形成用塗布液への無機バインダーおよび／または樹脂バインダーの添加により
、ＡＴＯの透明基材への密着性を向上させ、さらに成膜の硬度を向上させることができる
。
【００１６】
第７の発明は、第４～第６の発明のいずれかに記載の日射遮蔽膜形成用塗布液を用いて形
成されたことを特徴とする日射遮蔽膜である。
この日射遮蔽膜は、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低い
という優れた光学特性を有する。
【００１７】
第８の発明は、可視光透過率８０％以上であって波長域３００～２１００ｎｍにおける日
射透過率が６５％未満で、かつヘイズ値が１％未満であることを特徴とする第７の発明に
記載の日射遮蔽膜である。
この日射遮蔽膜は、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低い
という優れた光学特性を有する。
【００１８】
第９の発明は、可視光透過率７０％以上のときの波長域３００～２１００ｎｍにおける日
射透過率が６０％未満で、かつヘイズ値が１％未満であることを特徴とする第７の発明に
記載の日射遮蔽膜である。
この日射遮蔽膜は、高い可視光透過率と、低い日射透過率を有しながら、ヘイズ値が低い
という優れた光学特性を有する。
【００１９】
第１０の発明は、第７～第９の発明のいずれかに記載の日射遮蔽膜が形成されていること
を特徴とする日射遮蔽用透明基材である。
この日射遮蔽用透明基材は、実用上十分な透明性と日射遮蔽効果とを発揮するので、車両
、ビル、事務所、一般住宅などの窓等へ好個に適用することができる。
【００２０】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について、図１を参照しながら具体的に説明する。
図１は、本発明に係るＡＴＯの製造フローを示した図である。
まず、錫化合物の溶液１と、アンチモン化合物のアルコール溶液２と、アルカリ水溶液３
とを準備する。
このとき、錫化合物溶液１の液温を５０℃以下に設定しておく。溶液の温度が５０℃以下
であると、好ましい光学特性を有するＡＴＯを得ることができる。また、温度下限は特に
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限定されないが、生産性の観点から冷却装置などを必要としない温度とするのが好ましい
。
【００２１】
アンチモン化合物のアルコール溶液２中のアンチモン含有量は、酸化錫に対する元素換算
で１～２０重量％とするのが好ましく、さらに好ましくは３～１５重量％である。酸化錫
に対するアンチモン含有量が、この重量％範囲内であると好ましい光学特性を有するＡＴ
Ｏを得ることができ、これを原料として形成されるＡＴＯ膜は所望の光学的特性を発揮す
る。
用いる錫化合物やアンチモン化合物は特に限定されるものではなく、例えば塩化錫、硝酸
錫、硫化錫、塩化アンチモン、臭化アンチモンなどが挙げられる。
【００２２】
沈殿剤として用いるアルカリ溶液３は、炭酸水素アンモニウム、アンモニア水、水酸化ナ
トリウム、水酸化カリウム、等の各水溶液が挙げられるが、特に炭酸水素アンモニウムや
アンモニア水が好ましい。
そしてこのアルカリ溶液３のアルカリ濃度は、錫化合物とアンチモン化合物が水酸化物と
なるのに必要な化学当量以上あればよいが、より好ましくは当量×１～１．５倍とする。
【００２３】
次に、５０℃以下に設定された錫化合物の溶液中へ、アンチモン化合物を溶解したアルコ
ール溶液とアルカリ溶液とを並行滴下４する。このときの滴下時間は、沈殿する水酸化物
の粒子径と生産性との観点から、３０分以内とすることが好ましい。この添加方法をとる
ことで、好ましい光学特性を有するＡＴＯの調製に必要とされる均一な錫とアンチモンと
の水酸化物を得ることができる。
【００２４】
この並行滴下中にも、上述の理由により水溶液の温度が５０℃を超えないよう、水溶液温
度の調節を行う。滴下終了後も系内の均一化を図るために、水溶液の攪拌を継続して行う
が、そのときの水溶液の温度は、共沈の際の温度と同温の５０℃以下とすることが好まし
い。攪拌の継続時間は特に限定されないが、生産性の観点から３０分間以下、好ましくは
１５分間以下である。これにより、アンチモン錫の共沈物５が沈殿する。
【００２５】
得られた共沈物５はデカンテーション６を繰り返し行うことによって十分洗浄する。この
洗浄において、例えば、共沈物５中の不純物としての塩素イオンの残留が０．１５重量％
以下となれば、後述する焼成工程においてアンチモンと錫との固溶を阻害することがなく
なり、高いヘイズ値をもたらす要因を削除できるので好ましい。
デカンテーション６後に共沈物５の乾燥７を行うが、このときの温度や時間は、特に限定
されるものでない。
乾燥後の共沈物５を、大気雰囲気下にて５００℃以上、３０分～５時間焼成８することで
ＡＴＯ９を調製する。この焼成８の際、５００℃以上に加熱することで十分にアンチモン
と錫とを固溶させることができ好ましい。さらに、焼成を１１００℃を超えずに行うとＡ
ＴＯの粒径の粗大化を回避でき、粗大化を回避することで後述するように、可視光に対し
て透明性の高い日射遮蔽膜を成膜することができ好ましい。この観点から、焼成温度の範
囲を５００℃以上１１００℃未満とすることが好ましい。
【００２６】
次に、得られたＡＴＯ９を溶媒中に分散すると、日射遮蔽膜形成用塗布液（以下、塗布液
と記載する。）を得ることができる。このとき、上述した粗大化を回避したＡＴＯを用い
ることで塗布液の溶媒中に分散したＡＴＯの分散粒径を１２０ｎｍ以下とすると、この塗
布液を用いて成膜した日射遮蔽膜の可視光に対する透明性が高くなり好ましい。これは、
一般に、当該粒子の粒径が当該光の波長の１／２のとき当該光を最も散乱するが、粒径が
それより小さくなると粒径の６乗に比例して急激に小さくなるという現象がある。従って
、日射遮蔽膜中のＡＴＯの粒径が可視光の波長の１／４以下であれば、光の散乱の程度が
急激に小さくなるためであると考えられる。
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【００２７】
溶媒は特に限定されるものではなく、塗布条件、塗布環境に合わせて適宜選択すれば良い
。さらに塗布液へ、後述する無機バインダーや樹脂バインダーを含有させるときは、バイ
ンダーに合わせて適宜選択する。例えば、水やエタノール、プロパノール、ブタノール、
イソプロピルアルコール、イソブチルアルコール、ジアセトンアルコールなどのアルコー
ル類、メチルエーテル,エチルエーテル,プロピルエーテルなどのエーテル類、エステル類
、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、シクロヘキサノン、イソブチルケト
ンなどのケトン類といった各種の溶媒が使用可能であり、また必要に応じて酸やアルカリ
を添加してｐＨ調整してもよい。さらに、塗布液中の粒子の分散安定性を一層向上させる
ためには、各種の界面活性剤、カップリング剤などの添加も勿論可能である。
【００２８】
ＡＴＯやバインダーの分散方法は、これらを塗布液中に均一に分散できる方法であれば特
に限定されない。例えばビーズミル、ボールミル、サンドミル、ペイントシェーカー、超
音波ホモジナイザーなどを用いることができる。そして調製された塗布液を用いて日射遮
蔽膜を形成したとき、膜の導電性は、ＡＴＯ粒子の接触個所を経由した導電パスに沿って
確保されるため、例えば、添加する前記界面活性剤やカップリング剤の量を加減すること
で、導電パスを部分的に切断することができ、膜の表面抵抗値を１０6Ω／□以上とする
ことができる。膜の表面抵抗値が概ね１０6Ω/□以上に制御することにより、日射遮蔽膜
の電波に対する反射性を低減し、例えば携帯電話やＴＶ、ラジオなどの電波を反射して受
信不能にさせたり、周辺地域に電波障害を引き起こすなどの問題を回避することができる
。
【００２９】
上述した塗布液を、透明基材上に形成した形成した日射遮蔽膜は、基材上にＡＴＯ粒子の
みが堆積した膜の構造になる。この膜はこのままでも日射遮蔽効果を示すが、上述した粒
子の分散時に無機バインダーおよび／または樹脂バインダーを添加するのも好ましい構成
である。
塗布液へバインダーを添加することで、形成される日射遮蔽膜において、バインダーの添
加量の加減による導電性の制御、基材上へ塗布された膜の硬化後にＡＴＯ粒子の基材への
密着性を向上を実現し、さらに膜の硬度の向上を図る等の効果を与えることができるから
である。
【００３０】
上記無機バインダーや樹脂バインダーの種類は特に限定されるものではないが、無機バイ
ンダーとしては、珪素、ジルコニウム、チタン、もしくはアルミニウムの金属アルコキシ
ドやこれらの部分加水分解縮重合物あるいはオルガノシラザンが、樹脂バインダーとして
はアクリル樹脂などの熱可塑性樹脂、エポキシ樹脂などの熱硬化性樹脂などが適用できる
。
【００３１】
さらに、このようにして得られた膜上に、珪素、ジルコニウム、チタン、もしくはアルミ
ニウムの金属アルコキシドや、これらの部分加水分解縮重合物を有するコーティング液を
塗布した後、加熱して、珪素、ジルコニウム、チタン、もしくはアルミニウムの酸化物を
有するコーティング膜を形成して多層膜としてもよい。この構成を採ることにより、コー
ティング成分が第１層のＡＴＯ粒子の堆積した間隙を埋めて成膜されるため、膜のヘイズ
がより低減して可視光透過率が向上し、また粒子の基材への結着性が向上する。
【００３２】
ここで、アンチモン錫酸化物粒子単体あるいはアンチモン錫酸化物粒子を主成分とする膜
上に、珪素、ジルコニウム、チタン、もしくはアルミニウムの金属アルコキシドやこれら
の部分加水分解縮重合物からなるコーティング膜を形成する方法としては、成膜操作の容
易さやコストの観点から塗布法が有効である。
コーティング液は、水やアルコール等の溶媒中に、珪素、ジルコニウム、チタン、アルミ
ニウムの金属アルコキシドやこれらの部分加水分解縮重合物を１種もしくは２種以上含む
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ものであり、その含有量は加熱後に得られる酸化物換算で全コーティング液中の４０重量
％以下が好ましい。また、必要に応じて酸やアルカリを添加してｐＨ調整することも好ま
しい。このようなコーティング液を、アンチモン錫酸化物粒子を主成分とする膜上へ、第
２層として塗布し加熱することで、珪素、ジルコニウム、チタン、アルミニウムなどの酸
化物被膜を有するコーティング膜を、容易に形成することが可能である。
さらに加えて、本発明に係る塗布液に使用するバインダー成分またはコーティング液の成
分として、オルガノシラザン溶液を用いるのも好ましい。
【００３３】
本発明に係る塗布液、および前記コーティング液の塗布方法は特に限定されない。例えば
、スピンコート法、バーコート法、スプレーコート法、ディップコート法、スクリーン印
刷法、ロールコート法、流し塗りなど、処理液を平坦かつ均一に塗布する方法が好ましく
適用できる。
【００３４】
本発明に係る、無機バインダーやコーティング膜として、珪素、ジルコニウム、チタン、
もしくはアルミニウムの金属アルコキシドおよびその加水分解重合物を含む塗布液の塗布
後の基材加熱温度は、１００℃以上が好ましく、さらに好ましくは塗布液中の溶媒の沸点
以上で基板加熱を行う。この温度で基板加熱をおこなうことにより、塗膜中に含まれるア
ルコキシドまたはその加水分解重合物の重合反応が未完結で残る場合を減らし、また水や
有機溶媒が膜中に残留して加熱後の膜において可視光透過率の低減の原因となることを回
避することができる。
【００３５】
本発明に係る塗布液へ樹脂バインダーを添加した場合は、それぞれの樹脂の硬化方法に従
って硬化させればよい。例えば、紫外線硬化樹脂であれば紫外線を適宜照射すればよく、
また常温硬化樹脂であれば塗布後そのまま放置しておけばよい。この構成を採ると、既存
の窓ガラス等への現場での塗布が可能である。
【００３６】
本発明に係る日射遮蔽膜では、膜中にＡＴＯ粒子が分散しているため、物理的成膜法によ
り成膜された酸化物薄膜のように結晶が緻密に膜内を埋めた鏡面状表面をもつ膜に比べる
と、可視光領域での反射が少なくギラギラした外観を呈することが回避できる。それに加
えて本発明に係る日射遮蔽膜は、上述したように可視から近赤外域にプラズマ周波数を持
つため、これに伴うプラズマ反射が近赤外域で大きくなる。ここで本発明に係る日射遮蔽
膜の可視光領域の反射をさらに抑制したい場合には、本発明のＡＴＯ粒子分散膜の上に、
ＳｉＯ2やＭｇＦ2のような低屈折率の膜を成膜することにより、容易に視感反射率１％以
下の多層膜を得ることができる。
【００３７】
本発明に係るＡＴＯを含有する日射遮蔽材料、塗布液、日射遮蔽膜、日射遮蔽用透明基材
に、さらなる紫外線遮蔽機能を付与させるため、無機系の酸化チタンや酸化亜鉛、酸化セ
リウムなどの微粒子、有機系のベンゾフェノンやベンゾトリアゾールなどの１種もしくは
２種以上を添加してもよい。
【００３８】
また、本発明に係るＡＴＯを含有する日射遮蔽材料、塗布液、日射遮蔽膜、日射遮蔽用透
明基材に、さらなる熱線遮蔽機能を付与させるため、他の熱線遮蔽性物質と組み合わせて
使用してもよい。例えば、赤外領域においてＡＴＯ単独では比較的遮蔽力の弱いところ、
即ち、７８０～１２００ｎｍの波長付近を遮蔽する六ホウ化物粒子やインジウム錫酸化物
粒子などの物質と組み合わせることによってさらに熱線遮蔽性の高い透明体とすることも
できる。
【００３９】
本発明に係る日射遮蔽膜は、焼成時の熱による塗布成分の分解あるいは化学反応を利用し
て目的の日射遮蔽膜を形成するものではないため、特性の安定した均一な膜厚の透過膜を
形成することができる。
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このように本発明によれば、可視光透過率８０％としたとき、波長域３００～２１００ｎ
ｍの赤外光に対する日射透過率が６５％未満で、かつヘイズ値が１％未満であり、可視光
透過率７０％以上としたときの波長域３００～２１００ｎｍの赤外光に対する日射透過率
が６０％未満で、かつヘイズ値が１％未満である日射遮蔽膜の製造が可能である。
【００４０】
また、日射遮蔽膜中に含有されるＡＴＯ粒子は無機材料であるので有機材料と比べて耐候
性は非常に高く、例えば太陽光線（紫外線）の当たる部位に使用しても色や諸機能の劣化
はほとんど生じず好ましい。
【００４１】
以下の実施例により本発明をさらに詳細に説明する。ただし、本発明は下記実施例に限定
されるものでない。
なお、得られた日射遮蔽膜試料の可視光透過率や日射透過率は、日立製作所（株）製の分
光光度計Ｕ－４０００を用いて測定した。ヘイズ値は、村上色彩技術研究所（株）製ＨＲ
－２００を用いて測定した。膜の光学特性評価においては、線径の異なる３種のバーコー
ターで成膜し、可視光透過率８０％、および７５％のときの日射透過率およびヘイズ値を
前記膜の３点プロットから求めた。
【００４２】
（実施例１）
水１４８５．１ｍｌにＳｎＣｌ4・５Ｈ2Ｏ５８．１ｇを溶解した２５℃の水溶液へ、メタ
ノール１５０ｍｌにＳｂＣｌ3５．２ｇを溶解した溶液と、５ＮのＮＨ4ＯＨ水溶液１５０
ｍｌとを、常温で２６分間をかけて並行滴下し、滴下終了後さらに１０分間、水溶液を攪
拌し、錫とアンチモンの水酸化物を生成させた。
次にこの沈殿物を、デカンテーションにより、１回に付き１０００ｍｌのイオン交換水に
よる洗浄を繰り返し行った後、一晩乾燥させた。
得られた乾燥物を乳鉢で粉砕し、これを７００℃で１時間焼成することによってＡＴＯ粉
末を得た。
【００４３】
得られたＡＴＯ粉末２０重量％、トルエン７０重量％、分散剤１０重量％、さらに充填率
６３％相当の０．３ｍｍジルコニアビーズを入れた容器をペイントシェイカーにて１２時
間の分散処理を行ってＡＴＯ分散液を得た。このときのＡＴＯ分散粒径は７５．９ｎｍで
あった。
次に、このＡＴＯ分散液にバインダーとしてアクリル系ＵＶ硬化樹脂（固形分７０％）を
加えて攪拌し、アンチモン錫酸化物の分散液７７．７重量％、バインダー２２．３重量％
からなる塗布液を調製し、番手６０、２４、６のバーを用いて、それぞれ５０μｍ厚のＰ
ＥＴフィルムに塗布した後、８０℃で３０秒乾燥し、さらに紫外線を照射して膜Ａを得た
。
図２に示すように、膜Ａの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６４．
５％、ヘイズ値は０．７０％であり、可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過
率は５５．０％、ヘイズ値は０．７０％であった。
【００４４】
（実施例２）
前記得られた乾燥物の焼成を、６００℃で行った以外は実施例１と同様にして膜Ｂを得た
。
このときのＡＴＯ分散粒径は５６．１ｎｍであった。
図２に示すように、膜Ｂの可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過率は５６．
０％、ヘイズ値は０．７９％であった。
【００４５】
（実施例３）
前記得られた乾燥物の焼成を、８００℃で行った以外は実施例１と同様にして膜Ｃを得た
。
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このときのＡＴＯ分散粒径は６４．１ｎｍであった。
図２に示すように、膜Ｃの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６４．
８％、ヘイズ値は０．８０％であり、可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過
率は５６．４％、ヘイズ値は０．８０％であった。
【００４６】
（実施例４）
前記得られた乾燥物の焼成を、９００℃で行った以外は実施例１と同様にして膜Ｄを得た
。
このときのＡＴＯ分散粒径は５９．７ｎｍであった。
図２に示すように、膜Ｄの可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過率は５６．
５％、ヘイズ値は０．８２％であった。
【００４７】
（参考例１）
　前記得られた乾燥物の焼成を、４００℃で行った以外は実施例１と同様にして膜Ｅを得
た。
　このときのＡＴＯ分散粒径は１３１．４ｎｍであった。
　図２に示すように、膜Ｅの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６７
％を超える７２．０％、ヘイズ値は０．７０％であり、可視光透過率を７５％に規格化し
たときの日射透過率は６２．５％、ヘイズ値は０．７５％であった。
【００４８】
（参考例２）
　前記得られた乾燥物の焼成を、４８０℃で行った以外は実施例１と同様にして膜Ｆを得
た。
　図２に示すように、膜Ｆの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６７
％を超える７０．０％、ヘイズ値は０．７７％であった。
【００４９】
（参考例３）
　前記得られた乾燥物の焼成を、１１５０℃で行った以外は実施例１と同様にして膜Ｇを
得た。
　このときのＡＴＯ分散粒径は１２３．６ｎｍであった。
　図２に示すように、膜Ｇの可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過率は６６
．４％、ヘイズ値は２．５０％であった。
【００５０】
（実施例５）
　前記得られた乾燥物の焼成を、５００℃で２時間行った以外は実施例１と同様にして膜
Ｈを得た。
　このときのＡＴＯ分散粒径は７２．６ｎｍであった。
　図２に示すように、膜Ｈの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６４
．５％、ヘイズ値は０．７４％であり、可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透
過率は５７．５％、ヘイズ値は０．７８％であった。
【００５１】
（実施例６）
　前記共沈物を生成させる際の水溶液の温度を４３℃とし、得られた乾燥物の焼成を、８
００℃で行った以外は実施例１と同様にして膜Ｉを得た。
　このときのＡＴＯ分散粒径は５６．１ｎｍであった。
　図２に示すように、膜Ｉの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６４
．０％、ヘイズ値は０．８０％であり、可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透
過率は５５．６％、ヘイズ値は０．８０％であった。
【００５２】
（比較例１）
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Ｊを得た。
このときのＡＴＯ分散粒径は７０．６ｎｍであった。
図２に示すように、膜Ｊの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６５％
未満の６４．８％であったが、ヘイズ値は１％を超える１．２０％であり、可視光透過率
を７５％に規格化したときの日射透過率は５７．０％、ヘイズ値は１．２０％であった。
【００５３】
（実施例７）
　錫とアンチモンの水酸化物を生成させる際、メタノール１５０ｍｌにＳｂＣｌ３２．９
８ｇを溶解させる以外は実施例１と同様にして膜Ｋを得た。
　このときのＡＴＯ分散粒径は５２．４ｎｍであった。
　図２に示すように、膜Ｋの可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過率は５５
．５％、ヘイズ値は０．８０％であった。
【００５４】
（実施例８）
　錫とアンチモンの水酸化物を生成させる際、メタノール１５０ｍｌにＳｂＣｌ３４．０
７ｇを溶解させる以外は実施例１と同様にして膜Ｌを得た。
　このときのＡＴＯ分散粒径は５７．０ｎｍであった。
　図２に示すように、膜Ｌの可視光透過率を７５％に規格化したときの日射透過率は５８
．０％、ヘイズ値は０．７０％であった。
【００５５】
（実施例９）
　前記得られた乾燥物の焼成時間を、２時間とした以外は実施例１と同様にして膜Ｍを得
た。
　図２に示すように、膜Ｍの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６３
．１％、ヘイズ値は０．６７％であった。
【００５６】
（実施例１０）
　錫化合物の原料をＳｎ（ＳＯ４）２．２Ｈ２Ｏ５７．５ｇとし、それ以外の条件は実施
例１と同様にして膜Ｎを得た。
　図２に示すように、膜Ｎの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６４
．８％、ヘイズ値は０．９２％であった。
【００５７】
（実施例１１）
　アンチモン化合物の原料をＳｂＢｒ３８．２ｇとし、それ以外の条件は実施例１と同様
にして膜Ｏを得た。
　図２に示すように、膜Ｏの可視光透過率を８０％に規格化したときの日射透過率は６４
．７％、ヘイズ値は０．９６％であった。
【００５８】
【発明の効果】
以上、詳述したように本発明は、５０℃以下の錫化合物の溶液に、アンチモン化合物を溶
解したアルコール溶液とアルカリ溶液とを並行滴下して共沈物を生成させ、得られた共沈
物を焼成することにより、高い可視光透過率と低い日射透過率と低いヘイズ値とを有する
日射遮蔽膜へ適用される日射遮蔽材料を製造した。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係るアンチモン錫酸化物の製造フロー図である。
【図２】本発明に係るアンチモン錫酸化物を用いて成膜した日射遮蔽膜試料の光学特性測
定結果の一覧表である。



(11) JP 4200424 B2 2008.12.24

【図１】

【図２】
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